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COP28 と 2024年の
日本のエネルギー政策の課題

　気候変動問題を踏まえた今後のエネルギー政策について、国内にエネルギー資源が乏しいわが国
は、原子力を含め利用可能なオプションを活用し、国益を見据えた対応が必要だと、本誌510号で
指摘した有馬純氏。
　その有馬氏が2023年11月30日～ 12月13日、アラブ首長国連邦（UAE）・ドバイで開催された
COP28に日本政府代表団の一員として参加されました。
　世界中が見守るCOP28の場でどのような合意がなされ、それは日本にとって、どのような意味
を持つのか。その現場に立ち会った有馬氏が詳しく解説します。

2
0
2
3
年
12
月
に
ド
バ
イ
で
開
催
さ
れ
た
国
連
気
候
変
動

枠
組
条
約
第
28
回
締
約
国
会
議（
以
下
、
C
O
P
28
）に
参
加
し
て

き
た
。
新
聞
で
報
道
さ
れ
て
い
る
よ
う
に「
化
石
燃
料
か
ら
の
移

行
」を
初
め
て
合
意
文
書
に
書
き
込
む
と
い
う「
歴
史
的
成
果
」を

得
て
閉
幕
し
た
。
本
稿
で
は
C
O
P
28
の
結
果
を
振
り
返
り
つ
つ
、

2
0
2
4
年
の
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
温
暖
化
政
策
の
課
題
を
考

え
て
み
た
い
。

C
O
P
28
は
パ
リ
協
定
第
14
条
で
定
め
ら
れ
て
い
る
グ
ロ
ー
バ

ル
・
ス
ト
ッ
ク
テ
イ
ク（
以
下
、
G
S
T
）の
第
1
回
目
を
完
了
す

る「
節
目
の
C
O
P
」で
あ
っ
た
。
G
S
T
は
、
パ
リ
協
定
の
目

標
達
成
に
向
け
た
世
界
全
体
で
の
実
施
状
況
を
レ
ビ
ュ
ー
し
、
目

標
達
成
に
向
け
た
進
捗
を
評
価
す
る
仕
組
み
で
あ
り
、
そ
の
評
価

結
果
は
、
各
国
の
行
動
お
よ
び
支
援
を
更
新
・
強
化
す
る
た
め
の

情
報
や
、
国
際
協
力
を
促
進
す
る
た
め
の
情
報
と
な
る
。
各
国
政

府
は
、
2
0
2
5
年
の
国
別
目
標（
以
下
、
N
D
C
）の
更
新
・
強

化
に
あ
た
り
、
こ
の
情
報
を
活
用
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

2
0
2
3
年
5
月
の
Ｇ
７
広
島
サ
ミ
ッ
ト
共
同
声
明
に
み
ら
れ

る
よ
う
に
、
先
進
国
は
1.
5
℃
目
標
、
2
0
5
0
年
世
界
全
体

で
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
実
現
す
る
た
め
、
I
P
C
C（
気
候

変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
）第
6
次
評
価
報
告
書
に
盛
り
込

C
O
P

C
O
P
2828
で
示
さ
れ
た

で
示
さ
れ
た

世
界
の
削
減
経
路
の
解
釈

世
界
の
削
減
経
路
の
解
釈

ま
れ
た「
2
0
2
5
年
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、
2
0
3
0
年
に
温
室
効

果
ガ
ス（
以
下
、
G
H
G
）排
出
量
を
43
％
削
減
、
2
0
3
5
年

に
60
%
削
減
」と
い
う
数
値
が
反
映
さ
れ
る
こ
と
を
強
く
主
張
し

た
。
1
.
5
℃
目
標
の
実
現
に
決
定
的
な
影
響
力
を
有
す
る
中
国
、

イ
ン
ド
を
中
心
と
す
る
新
興
国
に
対
し
て
大
幅
な
目
標
引
き
上

げ
を
促
す
た
め
で
あ
る
。

C
O
P
28
で
採
択
さ
れ
た
文
書
で
は
今
後
の
世
界
の
排
出
経
路

に
関
し
、「
I
P
C
C
第
6
次
評
価
報
告
書
に
お
い
て
、
世
界
的
な

モ
デ
ル
化
経
路
と
仮
定
に
基
づ
き
、
オ
ー
バ
ー
シ
ュ
ー
ト（
一
時

的
な
排
出
増
）が
な
い
か
限
定
的
な
状
態
で
温
暖
化
を
1
.
5
℃

に
抑
え
る
場
合
…
世
界
の
G
H
G
排
出
量
は
遅
く
と
も
2
0
2
5

年
以
前
に
ピ
ー
ク
に
達
す
る
と
予
測
さ
れ
る
こ
と
、
こ
れ
は
こ
の

期
間
内
に
す
べ
て
の
国
で
ピ
ー
ク
に
達
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
も

の
で
は
な
く
、
ピ
ー
ク
に
達
す
る
ま
で
の
期
間
は
、
持
続
可
能
な

開
発
、
貧
困
撲
滅
の
必
要
性
、
衡こ

う
へ
い平
性
に
よ
り
形
成
さ
れ
、
各

国
の
異
な
る
状
況
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と

に
留
意
し
、
自
主
的
か
つ
相
互
に
合
意
さ
れ
た
条
件
で
の
技
術

開
発
お
よ
び
移
転
、
な
ら
び
に
能
力
構
築
お
よ
び
資
金
調
達
が
、

こ
の
点
で
各
国
を
支
援
で
き
る
こ
と
を
認
識
す
る
。
ま
た
オ
ー

バ
ー
シ
ュ
ー
ト
が
な
い
か
限
定
的
な
状
態
で
温
暖
化
を
1.
5
℃

に
抑
え
る
場
合
、
深
く
、
迅
速
か
つ
持
続
的
な
削
減
が
必
要
で
あ

り
、
世
界
全
体
の
G
H
G
排
出
量
を
2
0
3
0
年
ま
で
に
43
%
、

2
0
3
5
年
ま
で
に
60
％
削
減
し
、
2
0
5
0
年
ま
で
に
正
味

の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
ゼ
ロ
を
達
成
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を

認
識
す
る
」と
さ
れ
た【
図
1
】（
6
ペ
ー
ジ
）。
ま
た
2
0
2
5
年
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年の排出水準からの削減量（％）

オーバーシュートしない又は限られたオーバーシュートを
伴って温暖化を ° （ ）に抑える

温暖化を ° （ ）に抑える

 温暖化を1.5℃又は2℃に抑えるには、この10年間に全ての部門において急速かつ大幅で、
ほとんどの場合即時の温室効果ガスの排出削減が必要であると予測される。世界の温室効
果ガス排出量は、2020年から遅くとも2025年までにピークを迎え、世界全体でCO2排出量正
味ゼロは、1.5Cに抑える場合は2050年初頭、2℃に抑える場合は2070年初頭に達成される。

AR6統合報告書の主なメッセージ（緩和の経路）

出典：環境省 IPCC第6次評価報告書（AR6） 統合報告書（SYR）の概要より　https://www.env.go.jp/earth/ipcc/6th/index.html

温暖化を1.5℃または2℃に抑えるには、この10年間にすべての部門において急速かつ大幅で、ほとんどの場合即時の温室効果
ガスの排出削減が必要であると予測される。世界の温室効果ガス排出量は、2020年から遅くとも2025年までにピークを迎え、
世界全体でCO₂排出量正味ゼロは、1.5℃に抑える場合は2050年初頭、2℃に抑える場合は2070年初頭に達成される。

温暖化を1.5℃または2℃に抑える経路における温室効果ガス (GHG) 及びCO₂削減量 (2019年比)
2019年の排出水準からの削減量(%)

2050204020352030
84 [73‐98] 
99 [79‐119] 
64 [53‐77] 
73 [55‐90] 

69 [58‐90] 
80 [61‐109] 
46 [34‐63] 
51 [36‐70] 

60 [48‐77] 
65 [50‐96] 
35 [22‐55] 
37 [21‐59] 

43 [34‐60] 
48 [36‐69] 
21 [1‐42] 
22 [1‐44] 

GHG
CO₂
GHG
CO₂

温暖化を2℃（＞67%）に抑える

オーバーシュートしないまたは限られたオーバーシュートを伴って
温暖化を1.5℃（＞50%）に抑える

CO₂正味ゼロ及びGHG正味ゼロの排出量はすべての部門における大幅な削減によって実現しうる

実施された政策（中央値、パーセンタイルは25～75％と5～95％）

実施された政策は、3.2℃（2.2～3.5℃）の
温暖化をもたらす排出量が予測される

ネットゼロ

Implemented policies

Limit warming to 2℃
Limit warming to 1.5℃

a) 世界全体の正味の温室効果ガス（GHG）排出量
2019年の排出量は
2010年より12％多かった

2030年時点の
国が決定する貢献（NDC）の範囲
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モデルが示す2015年の排出量の幅
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凡例

COP28合意文書 要点

筆者作成

（h）

インフラ整備やゼロエミッション車・低排出車の迅速な導入など、さまざまな経路を通じて、道路交通からの排出削減
を加速。（g）

2030年までに、特にメタン排出を含むCO2以外の排出を世界全体で加速的に大幅に削減。（f）

（e）

科学に沿った形で2050年までに正味ゼロを達成すべく、この10年間で行動を加速させ、公正、秩序ある、
衡平な方法でエネルギーシステムにおいて化石燃料から移行（transition away from fossil fuels)（d）

ゼロ・カーボン燃料と低炭素燃料を活用した、ネット・ゼロ・エミッションのエネルギーシステムに向けた取り組みを、
今世紀半ばよりかなり前、あるいは半ば頃までに世界的に加速。

（c）

排出削減対策を講じない石炭火力の段階的削減に向けた取り組みを加速。（b）

2030年までに再生可能エネルギー容量を世界全体で3倍にし、エネルギー効率改善率を世界平均で2倍に。（a）

エネルギー貧困や公正な移行に対処しない非効率な化石燃料補助金を早期に段階的に削減。

エネルギーシステムにおける排出削減を講じていない化石燃料の代替に向けた取り組みを強化するため、
特に、再生可能エネルギー、原子力、炭素回収・利用・貯蔵を含む削減・除去技術、低炭素水素製造を含む、
ゼロ・低排出技術を加速。
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ま
で
に
提
出
が
求
め
ら
れ
る
次
期
N
D
C
に
関
し
て
は「
N
D
C

は
各
国
が
決
定
す
る
と
の
性
格
を
再
確
認
し
、
締
約
国
に
対
し
、

次
回
の
N
D
C
に
お
い
て
、
異
な
る
国
情
を
考
慮
し
、
最
新
の
科

学
に
基
づ
き
、
す
べ
て
の
G
H
G
、
セ
ク
タ
ー
、
カ
テ
ゴ
リ
ー
を

対
象
と
し
、
地
球
温
暖
化
を
1.
5
℃
に
制
限
す
る
こ
と
に
沿
っ

た
、
野
心
的
で
経
済
全
体
の
排
出
削
減
目
標
を
提
示
す
る
よ
う
促

す
」と
さ
れ
た
。

し
か
し
、
こ
れ
で
新
興
国
・
途
上
国
が
2
0
3
5
年
60
％
減
に

整
合
的
な
形
で
大
幅
な
野
心
レ
ベ
ル
引
き
上
げ
を
す
る
と
は
思
え

な
い
。
2
0
2
5
年
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
、
2
0
3
5
年
60
％
減
な
ど

の
I
P
C
C
報
告
書
の
数
値
は「
モ
デ
ル
化
さ
れ
た
経
路
と
仮
定
に

基
づ
く
」も
の
で
あ
り
、「
認
識
」の
対
象
で
し
か
な
い
。
2
0
2
5

年
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
が
す
べ
て
の
国
に
適
用
さ
れ
る
わ
け
で
は
な

く
、
発
展
段
階
や
衡
平
性
に
依
存
す
る
と
の
留
保
条
件
も
し
っ
か

り
と
書
き
込
ま
れ
て
い
る
。「
N
D
C
は
各
国
が
決
め
る
も
の
で
あ

り
、
異
な
る
国
情
を
考
慮
す
る
も
の
」で
あ
る
以
上
、
2
0
3
5

年
60
％
減
と
い
う
世
界
全
体
の
数
値
が「
認
識
」さ
れ
た
と
し
て

も
、
彼
ら
の
次
期
N
D
C
の
数
値
を
縛
る
も
の
で
は
な
い
。
新
興

国
・
途
上
国
は「
世
界
全
体
で
2
0
3
5
年
60
％
減
を
目
指
す
な

ら
ば
、
先
進
国
は
さ
ら
な
る
深
掘
り
を
し
て
途
上
国
に
炭
素
ス

ペ
ー
ス
を
与
え
る
べ
き
だ
」と
主
張
す
る
だ
ろ
う
。

野
心
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
と

野
心
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
と

地
政
学
的
意
味
合
い

地
政
学
的
意
味
合
い

G
S
T
で
最
大
の
論
点
に
な
っ
た
の
は
化
石
燃
料
の
取
り
扱
い

で
あ
っ
た
。
欧
米
諸
国
、
島と

う
し
ょ嶼
国
が「
1
.
5
℃
目
標
を
達
成
す

る
た
め
に
は
化
石
燃
料
の
段
階
的
撤
廃（
フ
ェ
ー
ズ
ア
ウ
ト
）が
不

可
欠
」と
主
張
し
た
の
に
対
し
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
ロ
シ
ア
な

ど
が「
炭
素
貯
留
隔
離
を
使
え
ば
化
石
燃
料
利
用
と
C
O
2

排
出

減
の
両
立
は
可
能
。
特
定
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
狙
い
撃
ち
す
る
こ

と
は
お
か
し
い
」と
強
く
反
発
し
、
交
渉
は
最
後
ま
で
も
め
た
。

最
終
的
に
合
意
さ
れ
た
決
定
文
書
に
は
、
1.
5
℃
目
標
の
道
筋

に
沿
っ
て
G
H
G
排
出
量
を
深
く
、
迅
速
か
つ
持
続
的
に
削
減

す
る
必
要
性
を
認
識
し
、
パ
リ
協
定
と
そ
れ
ぞ
れ
の
国
情
、
道

筋
、
ア
プ
ロ
ー
チ
を
考
慮
し
、
国
ご
と
に
決
定
さ
れ
た
方
法
で
、

世
界
的
な
取
り
組
み
に
貢
献
す
る
よ
う
締
約
国
に
求
め
る
こ
と
が

明
記
さ
れ
た【
図
２
】。

日
本
で
は「
再
エ
ネ
設
備
容
量
3
倍
」と「
化
石
燃
料
か
ら
の
移

行
」（
注
：
日
本
の
報
道
で
は「
脱
却
」と
さ
れ
て
い
る
が
不
正
確
な

訳
で
あ
る
）を
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
し
て
報
道
し
て
い
る
が
、
柱
書

を
見
れ
ば
明
ら
か
な
よ
う
に
、
G
H
G
削
減
の
た
め
の
さ
ま
ざ
ま

な
施
策（
a
）
～
（
h
）の
う
ち
の
一
つ
と
い
う
位
置
づ
け
で
あ
り
、

そ
れ
ぞ
れ
を
ど
の
程
度
行
う
か
は
各
国
の
国
情
を
踏
ま
え
た
う
え

で
各
国
が
決
定
す
る
。
日
本
で
は
ま
っ
た
く
報
道
さ
れ
て
い
な
い



【図３】
地域別の気候資金ニーズ

出典：UNFCCC Race to Zero campaign with support and analysis from Vivid Economics, Citi GPS
https://www.citigroup.com/global/insights/citigps/climate-finance
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が
、（
e
）に
あ
る
よ
う
に
原
子
力
、
炭
素
貯
留
隔
離
の
導
入
加
速

も
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。
移
行
燃
料
に
は
天
然
ガ
ス
が
含
ま
れ
て

い
る
。
し
た
が
っ
て
全
体
を
見
れ
ば
、「
化
石
燃
料
か
ら
の
移
行
」

だ
け
が
突
出
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
と
は
い
え
、
C
O
P
の

決
定
文
書
に
化
石
燃
料
か
ら
の
移
行
が
含
ま
れ
る
の
は
初
め
て
で

あ
り
、「
歴
史
的
成
果
」と
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
野
心
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
が
も
た
ら
す
地
政
学
的
意

味
合
い
を
考
え
る
必
要
が
あ
る
。
世
界
の
再
エ
ネ
設
備
容
量
を

2
0
3
0
年
ま
で
に
3
倍
に
す
る
と
あ
る
が
、
そ
れ
は
太
陽
光
パ
ネ

ル
、
風
力
発
電
設
備
、
蓄
電
池
な
ど
に
高
い
シ
ェ
ア
を
占
め
る
中

国
が
利
益
を
得
る
こ
と
に
直
結
す
る
。
さ
ら
に
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
技
術
に
不
可
欠
な
重
要
鉱
物
の
精
錬
の
大
部
分
が
中
国
に
集

中
し
て
い
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
石
油
の
中
東
依
存
、
ガ
ス
の
ロ

シ
ア
依
存
と
同
様
に
経
済
安
全
保
障
上
の
リ
ス
ク
を
も
た
ら
す
こ

と
に
な
る
。

C
O
P
28
を
席
巻
し
た
化
石
燃
料
フ
ェ
ー
ズ
ア
ウ
ト
論
は
8
割
を

化
石
燃
料
に
依
存
す
る
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
現
実
を
無
視
し

て
い
る
と
し
か
思
え
な
い
。
こ
れ
に
強
く
反
発
す
る
O
P
E
C
、
中

東
産
油
国
は
ロ
シ
ア
と
の
連
携
を
強
め
て
い
る
。
イ
ス
ラ
エ
ル
・

ハ
マ
ス
戦
争
も
相
ま
っ
て
欧
米
諸
国
に
対
す
る
不
信
感
を
強
め
た

可
能
性
は
大
き
い
。
12
月
初
頭
に
プ
ー
チ
ン
大
統
領
が
サ
ウ
ジ
ア

ラ
ビ
ア
、
U
A
E
を
訪
問
し
た
こ
と
は
欧
米
と
中
東
諸
国
の
関
係

に
く
さ
び
を
打
つ
こ
と
も
一
つ
の
目
的
で
あ
っ
た
に
違
い
な
い
。

そ
の
ロ
シ
ア
か
ら
石
油
、
天
然
ガ
ス
を
陸
上
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
で
調

達
し
て
い
る
中
国
も
中
東
へ
の
関
与
を
強
め
て
い
る
。
お
そ
ら
く

化
石
燃
料
フ
ェ
ー
ズ
ア
ウ
ト
論
に
強
硬
に
反
対
す
る
サ
ウ
ジ
ア
ラ

ビ
ア
、
ロ
シ
ア
の
背
後
に
回
っ
て
彼
ら
を
側
面
支
援
し
て
い
た
に

違
い
な
い
。
今
回
、
中
東
産
油
国
は
理
念
的
に
脱
化
石
燃
料
を
主

張
す
る
欧
米
諸
国
に
対
し
て
、
イ
ス
ラ
エ
ル
・
ハ
マ
ス
戦
争
に
お

け
る
ダ
ブ
ル
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
も
相
ま
っ
て
不
信
感
を
強
め
た
の
で

は
な
い
か
。
今
後
も
国
際
情
勢
の
不
安
定
化
に
よ
り
化
石
燃
料
価

格
が
高
騰
す
る
可
能
性
は
十
分
あ
る
が
、
欧
米
諸
国
が
湾
岸
産
油

国
に
増
産
を
要
請
し
て
も
冷
淡
な
反
応
が
返
っ
て
く
る
か
も
し
れ

な
い
。
G
H
G
削
減
が
至
高
の
目
的
と
な
り
、
環
境
N
G
O
の

声
が
会
場
を
席
巻
す
る
C
O
P
に
お
い
て
こ
う
し
た
地
政
学
的

意
味
合
い
が
十
分
考
慮
さ
れ
て
い
た
と
は
思
わ
れ
な
い
。

ま
た
野
心
的
な
緩
和
目
標
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
目
標
は
巨
額
な

資
金
ニ
ー
ズ
と
表
裏
一
体
で
あ
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。

決
定
文
書
に
は「
途
上
国
の
資
金
ニ
ー
ズ
は
2
0
3
0
年
以
前
の

期
間
で
5.
8
～
5.
9
兆
ド
ル
」「
2
0
5
0
年
ま
で
に
ネ
ッ
ト

ゼ
ロ
排
出
量
に
達
す
る
た
め
に
は
、
2
0
3
0
年
ま
で
に
年
間
約

4
兆
3
0
0
0
億
ド
ル
、
そ
の
後
2
0
5
0
年
ま
で
年
間
5
兆

米
ド
ル
を
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
投
資
す
る
こ
と
が
必
要
」「
途

上
国
、
特
に
公
正
か
つ
衡
平
な
方
法
で
の
移
行
を
支
援
す
る
た

め
、
新
規
の
追
加
的
な
無
償
資
金
、
譲
許
性
の
高
い
資
金
、
非
債

歴
史
的
合
意
に
は

歴
史
的
合
意
に
は

巨
額
の
コ
ス
ト
が
か
か
る

巨
額
の
コ
ス
ト
が
か
か
る

務
手
段
を
拡
大
す
る
こ
と
が
極
め
て
重
要
」な
ど
が
盛
り
込
ま
れ

て
い
る【
図
３
】。

換
言
す
れ
ば
、
１.
５
℃
目
標
に
必
要
な
排
出
経
路
や
エ
ネ
ル

ギ
ー
転
換
を
実
現
す
る
た
め
に
は
巨
額
な
請
求
書
が
回
っ
て
く
る

と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
こ
れ
ら
の
金
額
が
動
員
さ
れ
な
け
れ
ば
、

途
上
国
の
排
出
削
減
は
期
待
で
き
な
い
と
い
う
こ
と
だ
。
イ
ン
ド

の
モ
デ
ィ
首
相
は
Ｃ
Ｏ
Ｐ
28
に
お
い
て「
今
後
の
資
金
の
議
論
は

billion

（
10
億
）単
位
で
は
な
くtrillion

（
1
兆
）単
位
で
あ
る
べ

き
だ
」と
述
べ
て
い
る
。
し
か
し
現
実
に
は
先
進
国
の
途
上
国
支

援
は
現
行
目
標
１
０
０
０
億
ド
ル
に
も
達
し
て
い
な
い
状
況
で
あ

る
。
会
議
中
、
複
数
の
途
上
国
か
ら「
先
進
国
は
途
上
国
に
対
し

て（
脱
化
石
燃
料
な
ど
）あ
れ
こ
れ
追
加
的
な
制
約
を
課
そ
う
と
し

て
い
る
が
、
そ
れ
に
必
要
な
資
金
援
助
を
出
し
て
い
な
い
」と
の

フ
ラ
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
が
表
明
さ
れ
た
が
、
残
念
な
が
ら
こ
の
指

摘
は
相
当
程
度
当
た
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に「
歴
史
的
合
意
」と
さ
れ
る
G
S
T
決
定
文
書
に

盛
り
込
ま
れ
た
削
減
数
値
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
目
標
、
資
金
ニ
ー

ズ
は
野
心
的
で
あ
る
が
、
実
現
可
能
性
と
な
る
と
大
い
に
疑
問
が

あ
る
。
2
0
2
1
年
の
グ
ラ
ス
ゴ
ー
気
候
合
意
に
お
い
て
1.
5
℃

目
標
が
世
界
の
デ
フ
ァ
ク
ト
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
と
な
っ
た
が
、
2
0
3
0

年
ま
で
に
世
界
全
体
の
C
O
2

排
出
量
を
2
0
1
0
年
比
45
％
減
が

必
要
と
明
記
さ
れ
て
い
る
の
と
裏
腹
に
、
2
0
2
1
年
、
2
0
2
2

年
、
2
0
2
3
年
と
3
年
連
続
で
世
界
の
C
O
2

排
出
量
は
最
高

値
を
更
新
し
続
け
て
い
る【
図
４
】（
10
ペ
ー
ジ
）。

率
直
に
い
え
ば
、
1.
5
℃
目
標
は
実
質
的
に「
死
ん
だ
」に
等



【図４】
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し
い
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
誰
も
そ
れ
を
口
に
す
る
こ
と
を
し
な
い

ま
ま
、
ま
す
ま
す
非
現
実
的
な
緩
和
目
標
と
資
金
需
要
を
掲
げ
る

こ
と
に
よ
り「
1.
5
℃
目
標
は
ま
だ
可
能
で
あ
る
」と
強
弁
し
て

い
る
の
が
実
情
で
は
な
い
か
。
し
か
し
第
一
の
関
門
で
あ
る

2
0
3
0
年
43
％
減（
2
0
1
9
年
比
）が
不
可
能
な
こ
と
は
誰

の
目
に
も
明
ら
か
に
な
っ
て
く
る
だ
ろ
う
。

C
O
P
28
に
つ
い
て
や
や
詳
し
め
に
説
明
し
た
の
は
、
今
後
の
日

本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
温
暖
化
政
策
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
可
能
性

が
あ
る
か
ら
だ
。

日
本
は
２
つ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
に
直
面
し
て
い
る
。
ロ
シ
ア
・

ウ
ク
ラ
イ
ナ
戦
争
は
わ
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
に
も
さ
ま

ざ
ま
な
課
題
を
投
げ
か
け
て
い
る
。
何
よ
り
化
石
燃
料
価
格
の
上

昇
と
円
安
の
進
行
は
た
だ
で
さ
え
主
要
国
中
最
も
高
い
日
本
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
を
さ
ら
に
引
き
上
げ
、
日
本
経
済
の
大
き
な
重

荷
に
な
っ
て
い
る
。

国
内
に
化
石
燃
料
資
源
が
な
く
、
隣
国
と
連
系
線
を
有
さ
ず
、

平
地
面
積
に
恵
ま
れ
ず（
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
ス
ペ
ー
ス
に
限
界
）、

海
も
深
い（
洋
上
風
力
の
コ
ス
ト
を
引
き
上
げ
る
）日
本
は
、
資
源

大
国
米
国
や
各
国
が
グ
リ
ッ
ド
や
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
で
連
結
さ
れ
た

欧
州
に
比
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
面
で
圧
倒
的
に
不
利
な
状

況
に
あ
る
。

今
こ
そ
原
子
力
の
活
用
を

今
こ
そ
原
子
力
の
活
用
を

加
え
て
夏
と
冬
の
電
力
需
給
ひ
っ
迫
リ
ス
ク
が
常
に
存
在
す

る
。
電
力
市
場
自
由
化
の
下
で
、
安
定
的
な
発
電
投
資
を
支
え
て

い
た
総
括
原
価
方
式
は
廃
止
さ
れ
、
発
送
電
分
離
が
推
進
さ
れ

た
。
自
由
化
で
大
量
に
市
場
参
入
し
た
新
電
力
は
供
給
責
任
を
負

わ
ず
、
特
に
再
エ
ネ
事
業
者
は
固
定
価
格
買
取
制
度
で
手
厚
く
保

護
さ
れ
て
い
な
が
ら
、
出
力
変
動
に
伴
う
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
コ
ス
ト

は
負
担
し
て
い
な
い
。
旧
一
般
電
気
事
業
者
は
大
量
導
入
さ
れ
た

再
エ
ネ
の
出
力
変
動
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
の
た
め
に
火
力
発
電
の
稼

働
率
引
き
下
げ
を
強
い
ら
れ
、
採
算
性
が
悪
化
し
た
火
力
発
電
所

の
廃
止
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。
安
定
的
な
非
化
石
電
源
で
あ
る
原

発
の
再
稼
働
は
遅
々
と
し
て
進
ん
で
い
な
い
。
こ
の
よ
う
な
状
況

で
電
力
安
定
供
給
が
確
保
で
き
る
わ
け
が
な
い
。

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
温
暖
化
政
策
は
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、
2
0
3
0
年
G
H
G



46
％
減（
2
0
2
1
年

4
月
政
府
表
明
）と
い
う
目
標
に
強
く
支
配
さ
れ
て
い
る
。
日
本

が
Ｇ
７
の
一
員
と
し
て
脱
炭
素
化
に
努
力
す
る
こ
と
は
当
然
だ
。

ま
た
世
界
が
趨
勢
と
し
て
低
炭
素
化
、
脱
炭
素
化
に
向
か
っ
て
い

く
こ
と
も
確
か
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
先
に
示
し
た
よ
う
に
先
進

国
、
新
興
国
が
同
じ
ス
テ
ー
ジ
に
い
る
と
は
思
わ
れ
ず
、1.
5
℃

目
標
に
向
か
っ
て
世
界
が
一
致
団
結
し
て
い
る
と
は
と
て
も
言
い

難
い
。

そ
う
し
た
状
況
下
で
日
本
が
、
2
0
3
0
年
46
％
減
、
2
0
5
0

年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
他
国
の
動
向
如
何
に
か
か
わ
ら

ず
、
教
条
的
に
追
求
し
て
自
縄
自
縛
に
陥
っ
て
し
ま
う
こ
と
は
エ

ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
を
大
幅
に
引
き
上
げ
、
経
済
、
雇
用
に
悪
影
響

を
も
た
ら
す
リ
ス
ク
が
あ
る
。

加
え
て
2
0
2
4
年
に
は
2
0
3
5
年
の
次
期
N
D
C
の
検

討
が
開
始
さ
れ
る
。
C
O
P
28
で
日
本
は「
2
0
3
0
年
N
D
C

に
向
か
っ
て
順
調
に
削
減
が
進
ん
で
い
る
の
は
日
本
と
英
国
だ
け

で
あ
り
、
ほ
か
の
主
要
国
は
本
来
の
排
出
削
減
経
路
を
上
回
っ
て

い
る
」と
の
図
を
示
し
な
が
ら
、
日
本
の
取
り
組
み
を
Ｐ
Ｒ
し
て

い
た
。
し
か
し
こ
れ
は「
諸
刃
の
剣
」で
あ
り
、「
2
0
3
0
年
46
％

減
が
達
成
可
能
な
ら
ば
、
2
0
3
5
年
は
当
然
60
％
減
も
し
く
は
そ

れ
以
上
を
目
指
す
べ
き
」と
の
議
論
に
直
結
す
る
。
C
O
P
28
の
決

定
文
書
に
2
0
3
0
年
60
％
減
と
い
う
数
字
が
含
ま
れ
た
以
上
、

そ
の
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
は
内
外
か
ら
高
ま
る
だ
ろ
う
。

日
本
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
危
機
に
対
処
し
な
が
ら
、
さ
ら
な
る

G
H
G
削
減
を
進
め
る
た
め
に
は
原
子
力
の
活
用
が
不
可
欠
で
あ

る
こ
と
は
論
理
的
に
考
え
れ
ば
自
明
で
あ
る
。
ま
ず
は
迅
速
な
再

稼
働
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
原
発
が
1
基
再
稼
働
す
れ
ば
、

L
N
G
1
0
0
万
ト
ン
の
節
約
に
つ
な
が
り
、
逆
に
再
稼
働
が
遅

れ
れ
ば
、
燃
料
コ
ス
ト
の
上
乗
せ
に
な
る
。
既
存
原
発
の
運
転
期

間
の
延
長
も
重
要
だ
。
安
全
投
資
を
行
っ
た
原
発
の
運
転
期
間
延

長
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
、
温
暖
化
防
止
両
面
で
最
も
費
用
対

効
果
が
高
い
。

そ
の
意
味
で
2
0
2
2
年
8
月
末
に
岸
田
総
理
が「
電
力
需
給

難
し
い
日
本
の
立
ち
位
置

難
し
い
日
本
の
立
ち
位
置
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ひ
っ
迫
の
克
服
の
た
め
、
原
発
に
つ
い
て
は
再
稼
働
済
み
10
基

の
稼
働
確
保
に
加
え
、
設
置
許
可
済
み
の
原
発
再
稼
働
に
向
け
、

国
が
前
面
に
立
っ
て
あ
ら
ゆ
る
対
応
を
と
る
。
安
全
性
の
確
保
を

大
前
提
と
し
た
運
転
期
間
の
延
長
な
ど
既
設
原
発
の
最
大
限
の
活

用
、
新
た
な
安
全
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
組
み
込
ん
だ
次
世
代
革
新
炉
の

開
発
・
建
設
な
ど
、
政
治
判
断
を
要
す
る
点
に
つ
き
、
年
末
に
具

体
的
な
結
論
を
出
す
」と
の
方
針
を
示
し
た
こ
と
は
大
き
な
一
歩

で
あ
っ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
2
0
2
3
年
5
月
に
は
原
則
40
年
、

1
回
に
限
り
延
長
し
て
60
年
ま
で
運
転
が
可
能
と
の
ル
ー
ル
は
維

持
し
つ
つ
、
震
災
後
の
新
た
な
安
全
規
制
の
導
入
や
行
政
・
裁
判

所
の
命
令
な
ど
、
電
力
会
社
で
は
予
想
で
き
な
か
っ
た
理
由
で
止

ま
っ
て
い
た
期
間
を
運
転
期
間
か
ら
除
外
し
、
実
質
的
に
60
年
超

に
延
ば
す
こ
と
を
大
き
な
柱
と
し
た
Ｇ
Ｘ
電
源
法
が
成
立
し
た
こ

と
は
歓
迎
さ
れ
る
。

し
か
し
G
H
G
削
減
努
力
は
2
0
3
0
年
以
降
も
続
く
。
2
0
2
3

年
5
月
に
成
立
し
た
Ｇ
Ｘ
推
進
法
に
基
づ
き
、
20
兆
円
規
模
の
Ｇ
Ｘ

移
行
債
が
導
入
さ
れ
、
2
0
2
6
年
か
ら
は
段
階
的
に「
成
長
志

向
型
カ
ー
ボ
ン
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の
導
入
」が
始
ま
る
が
、
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
か
う
長
い
道
の
り
を
進
む
に
は
再
エ
ネ
、

水
素
、C
C
U
S
（
C
O
2

回
収
・
利
用
・
貯
留
）※

な
ど
と
併
せ
、

原
子
力
も
使
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
既
存
原
発

の
再
稼
働
、
運
転
期
間
延
長
の
み
な
ら
ず
、
次
世
代
革
新
炉
の
開

発
・
建
設
が
不
可
欠
だ
。
し
か
し
自
由
化
さ
れ
た
電
力
市
場
の
下

で「
普
通
の
企
業
」と
な
っ
た
旧
一
般
電
気
事
業
者
に
丸
投
げ
し
て

も
新
規
投
資
は
実
現
し
な
い
。
長
期
の
リ
ー
ド
タ
イ
ム
を
要
す
る

大
規
模
電
源
へ
の
新
規
投
資
を
誘
導
す
る
た
め
に
は
再
エ
ネ
と
同

様
、
政
策
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
設
け
る
こ
と
が
必
要
だ
。

2
0
3
0
年
以
降
を
に
ら
み
、
一
刻
も
早
い
政
策
環
境
の
整
備
が

望
ま
れ
る
。

C
O
P
28
で
は
米
国
、
日
本
を
含
む
22
カ
国
が
2
0
5
0
年

ま
で
に
世
界
の
原
発
設
備
容
量
を
3
倍
に
拡
大
す
る
と
の
プ
レ
ッ

ジ（
誓
約
）に
参
加
し
た
。
ま
た
C
O
P
史
上
初
め
て
原
子
力
が

G
H
G
削
減
策
の
一
つ
と
し
て
決
定
文
に
明
確
に
位
置
づ
け
ら
れ

た
。
世
界
の
潮
流
は
確
実
に
変
わ
り
つ
つ
あ
る
。
主
要
国
中
最
も

脆
弱
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
を
抱
え
た
日
本
が
将
来
に
わ
た
っ
て
エ

ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
と
温
暖
化
防
止
を
効
率
的
に
同
時
達
成
す
る

た
め
に
も
、
こ
の
モ
メ
ン
タ
ム（
機
運
）を
逃
し
て
は
な
ら
な
い
。

有あ
り

馬ま 
純じ

ゅ
ん

東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院
特
任
教
授

1
9
8
2
年
東
京
大
学
経
済
学
部
卒
、
同
年
通
商
産
業
省（
現
経
済
産
業
省
）入
省
。
経
済
協

力
開
発
機
構（
O
E
C
D
）日
本
政
府
代
表
部
参
事
官
、
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関（
I
E
A
）国
別

審
査
課
長
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
国
際
課
長
、
同
参
事
官
等
を
経
て
2
0
0
8
～
2
0
1
1

年
、
大
臣
官
房
審
議
官
地
球
環
境
問
題
担
当
。
2
0
1
1
～
2
0
1
5
年
、
日
本
貿
易
振
興

機
構（
J
E
T
R
O
）ロ
ン
ド
ン
事
務
所
長
兼
地
球
環
境
問
題
特
別
調
査
員
。
2
0
1
5
年
8
月

東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院
教
授
、
2
0
2
1
年
4
月
よ
り
東
京
大
学
公
共
政
策
大
学
院
特

任
教
授
。
21
世
紀
政
策
研
究
所
研
究
主
幹
、
経
済
産
業
研
究
所（
R
I
E
T
I
）コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
フ
ェ
ロ
ー
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
研
究
所
上
席
研
究
員
、
東
ア
ジ
ア
A
S
E
A
N
経
済
研
究
セ

ン
タ
ー
（
E
R
I
A
）シ
ニ
ア
ポ
リ
シ
ー
フ
ェ
ロ
ー
。
I
P
C
C
第
6
次
評
価
報
告
書
執
筆
者
。

帝
人
社
外
監
査
役
。
こ
れ
ま
で
C
O
P
に
17
回
参
加
。

〈
著
書
〉

『
私
的
京
都
議
定
書
始
末
記
』（
2
0
1
4
年
10
月
、
国
際
環
境
経
済
研
究
所
）

『
地
球
温
暖
化
交
渉
の
真
実
―
国
益
を
か
け
た
経
済
戦
争
―
』（
2
0
1
5
年
9
月
、
中
央
公
論

新
社
）

『
精
神
論
抜
き
の
地
球
温
暖
化
対
策
―
パ
リ
協
定
と
そ
の
後
―
』（
2
0
1
6
年
10
月
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
社
）

『
ト
ラ
ン
プ
リ
ス
ク
―
米
国
第
一
主
義
と
地
球
温
暖
化
―
』（
2
0
1
7
年
10
月
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

フ
ォ
ー
ラ
ム
社
）

『
亡
国
の
環
境
原
理
主
義
』（
2
0
2
1
年
11
月
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
フ
ォ
ー
ラ
ム
社
）

※
　
産
業
活
動
か
ら
排
出
さ
れ
る
高
濃
度
の
C
O
2
を
固
定
化
し
、
ま
た
は
有
効
に
利
用
す
る
技
術
。

　
　
参
照
／https://w

w
w

.enecho.m
eti.go.jp/about/special/johoteikyo/ccus.htm
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